






福祉保健部

県の主な対応

本部会議・感染対策等

１月

30

31 WHOが「緊急事態宣言」

２月
3
5 ・帰国者・接触者相談センターと同外来の設置

13 国が緊急対応策を公表

21 ・帰国者・接触者相談センターの24時間体制を構築

25
国が新型コロナウイルス感染症対
策の基本方針を公表

28
内閣総理大臣が小中高等学校等に
おける全国一斉臨時休業を要請

・県立学校に対して「3月2日より当面、臨時休業とする」通知を発出
・県内の小中高等学校等における一斉臨時休業（3／2～）を通知

３月

3

4 １例目
・本部会議（第3回）の開催
（1例目の発生に伴う対応方針等を決定）

10 国が緊急対応策（第２弾）を公表

13
国が新型インフルエンザ等対策特
別措置法を改正

・本部会議（第4回）の開催
（国の緊急対応策（第2弾）を踏まえた県の今後の対応等について協
   議）
・知事メッセージ発出
（手洗い、咳エチケット、3密を避けるよう要請、「みんなで宮崎を
    元気にする行動プラン」）

16
・県立学校に対して「県立学校の春休み期間中の対応を、当面、臨時
休業期間中と同様の対応とする」通知を発出

17 ２～３例目

19
国の専門家会議が「状況分析・提
言」を公表

23

・本部会議（第5回）の開催
（県の主催するイベント等・公の施設に関する対応方針（改訂案）の
   決定等）
・県衛生環境研究所の1日のＰＣＲ検査可能数が72件（従来は24件）
   に増加

24
文部科学省から小中高等学校等に
おける教育活動再開等に係る通知

26
国が新型インフルエンザ等対策特
別措置法に基づく新型コロナウイ
ルス感染症対策本部を設置

・本部会議（第６回）の開催
・1日のＰＣＲ検査可能数が96件に増加
（県72件＋宮崎市24件）
・「全ての県立学校の教育活動を4月1日から再開する」通知を発出

27 ・補正予算専決処分(生活福祉資金貸付金等）

28 国が基本的対処方針を公表

４月
1

Ⅰ　新型コロナウイルス感染症に関する本県の対応状況等について

　国及び本県の主な対応状況

月日
県内の

感染状況

国が新型コロナウイルス感染症対
策本部を設置

国の専門家会議が「状況分析・提
言」を公表

国の対応等

・新型コロナウイルス感染症対策本部会議（第1回）の開催

・本部会議（第2回）の開催
（県の主催するイベント等・公の施設に関する対応方針等を決定）

・就職や進学等で感染拡大地域に転出される方を対象に、感染防止対
   策の徹底について注意喚起（県庁HP掲載）
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県の主な対応

本部会議・感染対策等
月日

県内の
感染状況

国の対応等

2
・知事メッセージ発出
（4月を「感染拡大防止強化月間」と位置づけ、東京や大阪など感染
   拡大地域への不要不急の往来自粛等を要請）

3 ４～７例目

4 ８例目

5 ９∼10例目

6 11例目
・新型コロナウイルス感染症対策協議会を設置
・「県立学校における新型コロナウイルス感染症対策の対応について
  （宮崎市内の感染拡大の状況を踏まえた）」通知を発出

7

・国が特措法に基づく「緊急事態
宣言」を7都府県に発令
・国が「新型コロナウイルス感染
症緊急経済対策」を決定

12例目
・知事メッセージ発出
（緊急事態宣言対象地域への往来自粛、対象地域滞在者に外出自粛、
    毎日の体温測定等を要請）

8 13～16例目

・本部会議（第7回）の開催
（宮崎市内での入院病床の追加25床と軽症者の宿泊療養施設を確保）
・ＪＲ駅等に緊急のお願いポスター掲載
（対象地域への往来自粛等）
・新型コロナウイルス感染症対策調整本部事務局を設置

16
国が特措法に基づく「緊急事態宣
言」における対象拡大を発表

17

・本部会議（第8回）の開催
・知事メッセージ発出
 （緊急事態宣言を受けた県外との往来や外出の自粛、県立学校の臨時
    休業、みんなで宮崎を元気にする行動プラン改定等）
・県立学校に対して「県立学校における新型コロナウイルス
 感染症対策の対応について」通知を発出

24
・パチンコ店などの遊技施設や、スナック、バーなどの遊興施設に
 対して4／25から5／6までの休業を要請
・新型コロナウイルス感染症対策協議会（第2回）の開催

27 ・本部会議（第9回）の開催

30
・4月臨時議会にて補正予算議決
（PCR検査体制の強化、感染者の受け入れ病床確保、軽症者宿泊施設
 確保、医療資機材の整備等）

5月
４
11 ・休業要請対象施設において、強い警戒態勢の下での対応を開始

14
国が特措法に基づく「緊急事態措
置」の対象地域から39県を解除

・本部会議（第11回）の開催
（緊急事態宣言解除を受けた対応について決定）
・知事メッセージ発出（緊急事態宣言解除の考え方、新しい生活様
 式、経済対策等）
・宮崎市保健所の1日のＰＣＲ検査可能件数が48件（従来は24件）
 となり、全体で120件に増加

15 ・補正予算専決処分(「新しい生活様式」普及・定着事業等）

21
国が特措法に基づく「緊急事態措
置」の対象地域から関西地方２府1
県を解除

 

・知事メッセージ発出
（繁華街の接客を伴う飲食店等への外出自粛を要請）17例目11

・本部会議（第10回）の開催
   (休業要請を5／10まで延長することを決定)

国が特措法に基づく「緊急事態宣
言」を5／31まで延長を決定

・国が基本的対処方針を変更（宣
言対象外の道府県に対し、繁華街
の接客を伴う飲食店等への外出自
粛を要請）
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県の主な対応

本部会議・感染対策等
月日

県内の
感染状況

国の対応等

25

国が特措法に基づく「緊急事態措
置」の対象地域から5都道県を解除
し、全都道府県での宣言解除を決
定

26

・本部会議（第12回）の開催
（全都道府県での緊急事態宣言解除を受けた対応について決定）
・県衛生環境研究所の1日のＰＣＲ検査可能数が120件
（従来は72件）となり、全体で168件に増加

27
・知事メッセージ発出（緊急事態宣言の全面解除の考え方、
 新しい生活様式、経済対策等）

６月

1

5 ・新型コロナウイルス感染症対策協議会（第3回）の開催

17
・知事メッセージ発出
  (イベント開催･外出自粛緩和について)

24
・6月議会にて補正予算議決（新型コロナウイルス感染症対応従事者
 等慰労金、院内感染防止対策 等）

７月
3
5 18例目 ・鹿児島県、東京都等を感染流行地域として表示

10 ・新型コロナウイルス感染症対策協議会（第４回）の開催

12 19～20例目

14
・本部会議（第14回）の開催
（今後を見据えた新型コロナウイルス感染症の医療提供体制整備に
 ついて ）

16 ・関西２府４県を感染注意地域として表示

22 21～23例目
・7月臨時議会にて補正予算議決（介護・障がい福祉サービス事業所
   等感染対策支援、医療従事者への特別手当支援等）

23
～
24

24～36例目

25 37～62例目

・本部会議(第15回)の開催
 (警報レベルを２に引き上げ)
・愛知県、岐阜県、三重県を感染流行地域として表示
・県立学校に対して「県立学校における新型コロナウイルス感染症対
    策の対応について（7月25日時点）」通知を発出
 (西都・児湯圏域の県立学校における対応を通知）

26 63～67例目

・新型コロナウイルス感染症対策協議会（第５回）の開催
・本部会議(第16回)の開催
   警戒レベルを３に引き上げ（感染拡大緊急警報の発令、  県の対策
 パッケージ決定）

27 68～85例目
・西都市・児湯郡圏域の接待を伴う飲食店 に対して休業、
   その他の飲食店に対して時間短縮営業を要請（7/28∼8/16)

28 86～104例目 ・感染拡大緊急警報発令中のチラシを空港等で到着者全員に配布開始

29 105～121例目 ・補正予算専決処分（休業要請等に伴う協力金等の支援）

国が新型コロナウイルス感染症対
策分科会を設置

・本部会議（第13回）の開催
（警報レベルの新設について）

・都城健康サービスセンターで保健診療により14件のPCR検査が可能
 になり、全体で182件に増加

3
・知事メッセージ発出
 (経済対応方針 、6月補正予算案 ）
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県の主な対応

本部会議・感染対策等
月日

県内の
感染状況

国の対応等

30 122～141例目

・本部会議（第17回）の開催
（県内全域の休業要請等、「新型コロナウイルス対策特命チーム」の
 設置）
・接待を伴う飲食店 に対して休業、その他の飲食店に対して時間短縮
 営業を要請（8/1∼8/16）
・県境をまたぐ不要不急の往来自粛を要請（∼8/31）

31 142～157例目

8月

1

2 177～195例目
・県立学校に対して「県立学校における新型コロナウイルス感染症
 対策の対応について（8月2日時点）」通知を発出
 (延岡市・西臼杵郡圏域の県立学校における対応を通知）

3 196～207例目

・知事メッセージ発出
  (感染状況・休業要請等今後の対応について）
・県庁HPに掲載した人権への配慮を呼びかける記事に、差別防止を
   呼びかける啓発チラシを追加掲載し、関係者に活用を依頼

4 208～214例目 ・補正予算専決処分（休業要請等に伴う協力金等の支援）

5
∼
9

215～261例目

10 262∼263例目
・知事メッセージ発出
   (夏休み・お盆の帰省について)

11
～
16

264～294例目

17 295～299例目
・8/1～8/16までの休業要請等の解除
・県･市町村と飲食業関係団体とのガイドライン遵守に関する共同宣
   言署名式を開催

18
～
20

300～330例目

21 331～338例目 ・石川県を感染流行地域として表示

22
～
30

339～358例目

31 359例目

・感染症対策本部会議（第18回）及び感染症緊急経済対策本部会議
   （第４回）合同会議
  (感染拡大緊急警報の解除、警報レベルを２に引き下げ、県境を
  またぐ不要不急の往来自粛の解除、これまでの経済対策の進捗状況
  及び今後の取組)
 ・群馬県、埼玉県、千葉県、富山県、 福井県、滋賀県、奈良県、
  兵庫県、 徳島県、山口県、佐賀県を感染注意地域として表示

9月
1

4 360例目

11 361例目

12 362～363例目

・県内一斉ガイドライン点検の日

158～176例目
・知事メッセージ発出
 (知事部局職員の新型コロナ感染について)

4



県の主な対応

本部会議・感染対策等
月日

県内の
感染状況

国の対応等

13 364例目
・知事メッセージ発出
   (警報レベルを１に引き下げ)

14 365例目

18
・群馬県を感染流行地域として表示
・栃木県、愛知県を感染注意地域として表示

25
・9月議会にて補正予算議決（衛生環境研究所感染症対策整備、
    青少年自然の家感染症対策事業等）
・沖縄県を感染流行地域として表示

29
・知事メッセージ発出
 (警報レベルの移行等について)

10月
1

2
・神奈川県を感染流行地域として表示
・埼玉県、愛知県、広島県を感染注意地域として表示

9
・新型コロナウイルス感染症対策協議会(第６回)の開催
・北海道、熊本県を感染注意地域として表示

13 366例目

14

・本部会議(第19回)の開催
 (新型コロナへの対応～事実上の第２波への対応まとめ～
  季節性インフルエンザ流行期への備えた発熱患者への外来診療・
  検査体制整備等について)
・警報レベルを１に引き上げ

16 ・福島県、京都府を感染注意地域として表示

20

・県、宮崎市及び宮崎市郡医師会の三者による「新型コロナウイルス
    感染症対策に係る協力協定」を締結
 （宮崎市郡医師会病院旧施設の活用、宿泊療養施設への支援につい
       て協定）

・県内一斉ガイドライン点検の日
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事実上の第２波対応まとめ～データ編③【コロナ感染者の分布】

圏域 市町村 感染者数

宮崎市・東諸県郡圏域
計１２２人

宮崎市 １１３人

国富町 ９人

延岡市・西臼杵郡圏域
計５４人

延岡市 ５２人

高千穂町 ２人

日向市・東臼杵郡圏域
計２４人

日向市 １６人

門川町 ８人

都城市・北諸県郡圏域
計４８人

都城市 ４２人

三股町 ６人

西都市・児湯郡圏域
計９２人

西都市 ９人

高鍋町 ５０人

新富町 １２人

木城町 ５人

川南町 １５人

都農町 １人

小林市・えびの市・西諸県郡圏域
計１人

小林市 １人

県外 計４人 ４人

26.96人

10.49人

65.20人

10.87人
1.43人

10.76人 ０人

※圏域区分の色は最も厳しい状況を表示。現在は全域が緑圏域

○圏域毎ピーク時の人口１０万人当たりの感染者数 令和2年9月14日判明分まで
(21～365例目まで)

10歳
未満
2% 10代

10%
20代
11%

30代
15%40代

22%

50代
16%

60代
11%

70代
5%

80代
以上
8%

事実上の第２波対応まとめ～データ編④【年代別のコロナ感染者割合】

２０代から５０代が約２／３を占める。

令和2年9月14日判明分まで
(21～365例目まで)
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10

事実上の第２波対応まとめ～データ編⑤【コロナ感染別要因】

分類 件数

会食等 １１６

家族・親族 ８２

職場等 ８４

県外との往来・接触 ４４

不明 １９

合計 ３４５
会食等

34%

家族・親族
24%

職場等
24%

県外との往
来・接触

13%

不明
5%

会食等 家族・親族 職場等 県外との往来・接触 不明

令和2年9月14日判明分まで
(21～365例目まで)

11

※７／２５時点※７／２２時点

感染状況が
厳しい圏域

※8／２時点

新規感染者が
限定的な圏域

★休業要請終了

県内各圏域の感染状況区分

県内全域における警報レベル

※８／６時点 ※８／1７時点

感染未確認地域

※9／29以降

事実上の第２波対応まとめ～データ編⑥【圏域区分と警報レベル】

7.26～

９.１～

９.１３～

９.２９～

７.２２～

７.２５～

12



事
実
上
の
第
２
波
対
応
ま
と
め
～
デ
ー
タ
編
⑦
【
感
染
流
行
地
域
・感
染
注
意
地
域
】

感
染
流
行
地
域
及
び
感
染
注
意
地
域
を
県
の
対
応
方
針
に
お
い
て
定
義
す
る
と
と
も
に
、
対
象
と
な

る
地
域
が
わ
か
り
や
す
く
伝
わ
る
よ
う
日
本
地
図
で
表
示
（
毎
週
金
曜
日
更
新
）

※
7/

22
時
点
（
事
実
上
の
第
２
波
開
始
時
）

※
8/

17
時
点
（
休
業
要
請
終
了
の
翌
日
）

※
9/

3更
新
（
感
染
拡
大
緊
急
警
報
解
除
後
の
週
末
）

※
10

/9
更
新
（
直
近
の
週
末
）
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宮崎県における診療・検査医療機関の整備方針について 

 

１．基本的な考え方 

  例年、季節性インフルエンザの流行には多数の発熱患者が発生しており、今年度 

 も同程度の発熱患者が発生することを想定して、新型コロナウイルス及び季節性イ 

 ンフルエンザの同時流行を鑑みた診療・検査体制の整備が必要である。 

  国においては、発熱患者等の診療又は検査可能な医療機関を都道府県において、   

 「診療・検査医療機関（名称については、各都道府県で設定できる。）」と指定する 

 こととし、本県においては、特定の医療機関へ発熱患者が集中することによる医療 

 体制の混乱を避けるため、かかりつけ医等の地域で身近な医療機関のできる限り多 

 数を、「診療・検査医療機関」に指定することを目指す。 

 

２ 「診療・検査医療機関」の指定について 

（１）指定する医療機関 

   宮崎県に所在する医療機関で、診療・検査を行う医療機関が該当する。 

（２）施設要件 

  ア 発熱患者等が新型コロナウイルス感染症以外の疾患の患者と接触しないよう、 

   可能な限り動線が分けられていること。 （駐車場等での採取は可能） 

  イ 必要な検査体制が確保されていること（検査（検体採取）を地域外来・検査セ 

   ンター等に依頼する場合には、連携体制がとれていること）。  

  ウ 医療従事者の十分な感染対策を行うなどの適切な感染対策が講じられている 

   こと。 

  エ 検査を行う場合には、「新型コロナウイルス感染症にかかる行政検査の実施に 

   ついて」（令和２年３月４日付け健感発 0304 第 5 号）に基づき、宮崎県又は宮    

   崎市と行政検査の委託契約を締結していること。（とりまとめ団体への委任状提 

   出でも可。） 

  オ 発熱外来交付要綱４（１）のただし書きに該当する場合（自院のかかりつけ患 

   者及び自院に相談のあった患者である発熱患者等のみを受け入れる場合）は、     

   院内掲示を行う等、自院のかかりつけ患者に対して、発熱等の症状が生じた場合 

   には、電話で相談した上で、自院で診療・検査可能である旨を周知すること。  

（３）機能要件 

  ア 原則、他院や受診・相談センターから案内を受けた患者を受け入れ可能な医 

   療機関においては、他院や受診・相談センターからの要請があった場合、又は 

   患者から相談があった場合は、速やかに患者の診療・検査を受け入れること。 
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  イ 自院のかかりつけ患者及び自院に相談のあった患者である発熱患者等のみを 

   受け入れる場合は、診療・ 検査医療機関の管理者（代理の者）は、かかりつ 

   けの患者に対して、院内掲示を行う等により、予め自院での受入れ対象患者や 

   対応時間等を示すとともに、県に報告し、都道府県等、受診・相談センター、 

   地域の医療機関に対して、予め自院での受入れ対象患者や対応時間等を示した 

   上で、その範囲で、患者から相談があった場合、原則速やかに患者の診療・検 

   査を受け入れること。 

（４）指定期間 

  ア 令和２年１０月２７日までに調査票を提出した場合 

    原則として、受診体制が整った日（※）から令和３年３月３１日まで 

    ※ ９月１５日以降 

  イ 令和２年１０月２８日以降に調査票を提出した場合 

    原則として、提出日から令和３年３月３１日まで 

（５）指定 

診療・検査医療機関の当面（１０月中）の目標指定数：約２２０ 

 

３ 報告事項について 

  指定されている期間中は、新型コロナウイルス感染症医療機関等情報支援システ 

 ム（G-MIS）及び新型コロナウイルス感染症等情報把握・管理支援システム（HER- 

 SYS）の必要な情報の入力が必要となる。 

 

４ 参考（インフルエンザ流行ピーク時の検査体制等） 

（１）ピーク時の検査需要数：約４，５００件／日 

（２）検査需要への対応方法 

・行政検査（県：約２００件、宮崎市：１４４件） 

・抗原検査キット（約２，０００件） 

・民間検査機関（約２，０００件） 

・検査のできる医療機関（約２５０件） 
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宮崎県の対応方針
１．基本的な考え方

（１）感染リスクはゼロにならないことを前提（コロナとともに生きていく）に、「感染拡大の防止」と「社会経
済活動の維持・再生」の両立を目指す。

（２）県内で圏域（二次医療圏単位（※１））ごとに、新規感染者などを目安にして、設定する３つの圏
域区分への該当性を判断して対応を示し（宮崎県独自）、県民に速やかな行動変容を促すことで、感染拡
大を早期に防ぎ、社会経済活動の抑制の長期化を防ぐ。
※１ ①延岡市・西臼杵郡圏域、②日向市・東臼杵郡圏域、③宮崎市・東諸県郡圏域、④西都市・児湯郡圏域、

⑤日南市・串間市圏域、⑥都城市・北諸県郡圏域、⑦小林市・えびの市・西諸県郡圏域
※２ 圏域ごとの状況は、迅速に県HPで公表

令和２年１０月１４日改訂

２．圏域ごとの感染状況と対応例
圏域ごとの感染状況の区分 対応例

区分 一例 県民の方の
圏域内の外出

県主催のイベント等
（※３） 県有の公の施設

（緑）感染未確認圏域 ・感染者の全ての濃厚接触者の健康観察期
間が終了し、新たな感染者が出ていない

○原則、自粛なし ○実施（別紙） ○開館

（黄）新規感染者が
限定的な圏域

・新規感染者が一定に収まっている ○状況に応じ、慎重に
（過去のクラスター発
生施設等に注意）

○状況に応じ、実施
（規模縮小を含む）

○状況に応じ、開
館（入場制限など
の利用制限）

（赤）感染状況が
厳しい圏域

・新規感染者の増加（直近１週間）
・感染経路不明の例が続発（直近１週間）
・感染集団（クラスター）の発生

○原則、自粛 ○原則、中止又は延
期

○原則、閉館又は
利用制限

※３ 入学式など、参加者が限定され、かつ日程の変更や中止が困難なものは、感染対策を徹底し、個別に開催を検討す
る。実施等する場合、高齢者や持病のある方など重症化リスクの高い方の参加に注意。実施等に当たり、感染対策の工
夫などについて県福祉保健部が相談に応じる。

更なる感染拡大の場合 県全域における
・新規感染者の急増（直近１週間）
・感染経路不明の例の急増（直近１週間）
・クラスターの続発
・入院病床稼働率の逼迫 等
（※４）

県独自の緊急事態宣言を発出し、圏域区分（赤)の対
応及びその他の必要な対応を県下全域で実施

３－２ 緊急事態宣言

県が感染拡大緊急警報又は緊急事態宣言の発出を総合的に判断する前に、宮崎県新型コロナウイルス感染症対策協
議会の意見を聞くものとする（意見を聞く協議会の開催等の一つの目安は直近１週間の新規感染者28人（人口10万人
あたり2.5人）以前）。

感染状況 対応例
感染拡大の場合 特定圏域における

・新規感染者の急増（直近１週間）
・濃厚接触者等の急増（直近１週間）
・感染経路不明の例が続発（直近１週間）
・クラスターの発生

・積極的疫学調査（徹底的なPCR検査）
・「対策徹底要請」
・「うつらない」「うつさない」ための行動変容の
お願い

緊急事態宣言の発出段階にはないが、特定の圏域において感染が続発する場合等に発令し、最大級の警戒をもって
徹底的な封じ込めのための措置を実施する。

３－１ 感染拡大緊急警報

３．全県下の感染状況と対応例

感染状況 対応例
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４．警報レベル

（１）県内について

（２）県外について
①感染注意地域（目安として、当該都道府県等において、直近１週間の新規感染者数が１０万人
あたり２．５人を超えた地域）：訪問する方は、感染防止に十分な注意を要請
②感染流行地域（目安として、当該都道府県等において、外出自粛要請などの対応が採られた地域
又は、直近１週間の新規感染者数が目安として１０万人あたり５人を超えた地域）：往来について
は、その必要性を十分に判断の上、慎重な行動を要請
※これらの地域表示に加え、必要に応じて、一定の都道府県等について、県民の方への往来自粛、
県外の方への来県自粛を要請

５．持続的な警戒態勢
・全ての事業者に対して、県が先行的に独自に示したガイドライン（改訂版）や業界の全国組織が示
した業種別ガイドラインを参考に、ガイドラインを作成・実践することを要請する。

・各施設・事業所で感染者が確認された場合、再発防止策の検証・徹底を要請する。
・クラスター発生施設等（接待を伴う飲食店、ライブハウス、カラオケ等）の場合は、その感染状況
に応じて、必要な範囲で同業種施設も含め営業自粛等を要請する（詳細は県と協議） 。

・県民に、新型コロナウイルス接触確認アプリ（COCOA）の利用を促進する。
・高齢者、未就学児、障がい者（児）等が利用する社会福祉施設等（通所・短期入所等に限る）にお
いて、利用者及び職員に感染者が確認された場合、当該施設等に営業自粛等を要請する（詳細は県
と協議）。

６ その他
市町村・事業者等には、一律の要請は行わないが、県の方針を踏まえた対応を要請する。

７．適用
令和２年８月３１日付け宮崎県対応方針を改正し、令和２月１０月１４日からこの対応方針を適用

する。ただし、国の方針や感染の広がり、医療提供体制の逼迫状況等に応じ、適宜見直す。
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○貸付決定件数・金額実績（３月25日～10月 16日）

緊急小口資金 総合支援資金 合 計

件 数 5,564件 3,090件 8,654件

金 額 1,004,960千円 1,979,160千円 2,984,120千円
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県立学校における新型コロナウイルス感染症への対応についてⅡ

教育委員会

１ これまでの主な経過

３月 ２日～春休み前日 県内一斉臨時休業（全国一斉臨時休業の要請）

４月２１日～５月２４日 県内一斉臨時休業（政府の緊急事態宣言全国拡大）

７月２７日～夏休み前日 西都市・児湯郡圏域臨時休業（学校の一部）

８月 ３日～夏休み前日 延岡市・西臼杵郡圏域臨時休業（学校の一部）

２ これまでの主な対応

（１）宮崎県立学校における新しい生活様式の実践

地域の感染状況や学校の実態に応じた感染症予防対策を実施

（ 、 、 、 ）家庭と連携した検温 マスク着用 こまめな換気 身体的距離の確保等

（２）ＧＩＧＡスクール構想の加速による学びの保障

臨時休業等の緊急時においても、ＩＣＴの活用により全ての子どもたち

の学びを保障できる環境の整備

① 当初の計画を前倒して 「３人１台・１人１台」端末整備の実現、

② 全県立学校の校内ＬＡＮの高速大容量化

③ 教室等のＩＣＴ環境を整備

（壁掛けプロジェクタ、大型液晶ディスプレイ等）

（３）施設改修等

○ 県立学校等におけるトイレの洋式化

（県立高校等：４月時点 25.2％ → ９月補正後見込 45.9％）

○ 県立高校等の手洗いの自動水栓化

○ みなみのかぜ支援学校高等部教室棟の増築（設計）

○ 校外実習機会の減少対応のための産業教育実習環境の整備

○ 特別支援学校スクールバスの増便

（４）その他

○ 授業時数確保のため、行事等の見直しや夏季休業期間の短縮

（県立学校：全体平均、８日程度短縮）

○ 宮崎県高等学校（中学校）特別スポーツ大会２０２０の実施

（１０月２３日時点：高校２２競技、中学校１９競技）

○ スクール・サポート・スタッフ等学習保障等に必要な人的体制の強化

○ 教職員に対する一部の研修等をオンラインで実施

○ 県立高校入試出題範囲の縮小

３ 今後の対応等

ウィズコロナ、アフターコロナ時代における県立学校の新しい学びの形を

模索し、実践していく必要がある。
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【参考】

令和２年度 新型コロナウイルス感染症に関する緊急対策に伴う補正内容

○４月補正

・ 県立学校等感染症対策事業

・ 「ＧＩＧＡスクール構想」早期実現のための支援事業

・ 特別支援学校新型コロナウイルス感染症対策事業

・ 学校会計年度任用職員・学校医等の配置に要する経費

○５月専決

・ 県立学校ＩＣＴ環境充実緊急整備事業

・ 実習設備等緊急整備事業

○６月補正

・ 県立学校等衛生環境改善事業

・ みやざき農水産就業緊急対策事業

・ 学びを支える学習システム構築事業

・ 特別支援学校スクールバス感染症対策事業

・ スクール・サポート・スタッフ配置事業

・ 学校臨時休業に伴う学校給食支援事業

○６月追加補正

・ 高校総体等の代替大会開催支援事業

○７月補正

・ ＩＣＴ活用教育推進のための調査研究事業

・ 県立学校等感染症対策事業

・ 一般運営費（高等学校・特別支援学校）

・ 県立学校「学びの保障」環境整備事業

・ 産業教育実習環境整備事業

・ 特別支援学校教育環境整備事業

・ 修学旅行のキャンセル料等支援事業

・ 学習保障等に必要な人的体制の強化

○９月補正

・ 県立学校等衛生環境改善事業

・ 文化施設等の衛生環境改善事業
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